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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第１四半期
連結累計期間

第62期
第１四半期
連結累計期間

第61期

会計期間

自平成28年
 ４月１日
至平成28年
 ６月30日

自平成29年
 ４月１日
至平成29年
 ６月30日

自平成28年
 ４月１日
至平成29年
 ３月31日

売上高 （千円） 2,488,408 2,709,796 10,540,649

経常利益 （千円） 167,241 283,256 993,775

親会社株主に帰属する四半期（当
期）純利益

（千円） 96,206 211,894 475,730

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △990,030 280,026 222,189

純資産額 （千円） 28,395,482 29,692,988 29,528,388

総資産額 （千円） 30,244,893 31,895,741 31,849,689

１株当たり四半期（当期）純利益
金額

（円） 8.26 18.23 40.89

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 93.9 93.1 92.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国においては個人消費を中心に堅調に推移し、欧州では緩や

かな回復が継続したほか、新興国でも先進国向け輸出の増加による持ち直しの動きが見られました。一方、わが国

経済は、個人消費や設備投資が持ち直してきたことに加え、世界経済の回復傾向などにより、緩やかな拡大の動き

が出てきました。

　このような経済情勢の下で、当社グループは既存の電機市場に加え、自動車ビジネスをはじめとした、新たな柱

となる事業基盤の整備強化に注力してまいりました。この結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上

高は2,709百万円（前年同期比8.9％増）となりました。また、利益につきましては、利益率の高い製品の売上が伸

びたことや、原価低減・経費削減に注力したことなどにより、営業利益が251百万円（前年同期比67.0％増）、経

常利益は283百万円（前年同期比69.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は211百万円（前年同期比

120.2％増）と、それぞれ増益となりました。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3）事業上及び財政上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、163百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,500,000

計 39,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,079,525 13,079,525
名古屋証券取引所

市場第二部
単元株式数100株

計 13,079,525 13,079,525 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 13,079,525 － 2,770,000 － 3,915,130

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,451,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,607,900 116,079 －

単元未満株式 普通株式    20,325 － －

発行済株式総数         13,079,525 － －

総株主の議決権 － 116,079 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,700株、議決権が17個含まれてお

ります。

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

北川工業株式会社
愛知県稲沢市目比
町東折戸695番地
１

1,451,300 － 1,451,300 11.10

計 － 1,451,300 － 1,451,300 11.10

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,475,216 14,458,528

受取手形及び売掛金 2,545,154 2,427,075

電子記録債権 395,406 412,135

有価証券 5,999,905 4,999,776

たな卸資産 869,088 864,287

その他 249,318 378,956

貸倒引当金 △4,144 △4,256

流動資産合計 23,529,945 23,536,503

固定資産   

有形固定資産   

土地 3,374,733 3,375,198

その他（純額） 2,731,997 2,694,538

有形固定資産合計 6,106,730 6,069,736

無形固定資産   

その他 488,481 457,066

無形固定資産合計 488,481 457,066

投資その他の資産   

投資有価証券 533,356 651,688

その他 1,210,079 1,199,818

貸倒引当金 △18,904 △19,071

投資その他の資産合計 1,724,531 1,832,435

固定資産合計 8,319,743 8,359,238

資産合計 31,849,689 31,895,741

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 611,219 472,332

未払法人税等 113,686 118,138

賞与引当金 197,052 294,642

その他 470,437 368,364

流動負債合計 1,392,396 1,253,478

固定負債   

繰延税金負債 491,180 531,047

退職給付に係る負債 354,714 333,677

長期未払金 83,010 83,271

その他 － 1,277

固定負債合計 928,904 949,274

負債合計 2,321,301 2,202,753
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,770,000 2,770,000

資本剰余金 3,915,130 3,915,130

利益剰余金 24,170,521 24,312,647

自己株式 △1,869,602 △1,915,260

株主資本合計 28,986,048 29,082,516

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 276,749 359,312

為替換算調整勘定 265,590 251,159

その他の包括利益累計額合計 542,339 610,471

純資産合計 29,528,388 29,692,988

負債純資産合計 31,849,689 31,895,741
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 2,488,408 2,709,796

売上原価 1,247,394 1,331,289

売上総利益 1,241,014 1,378,506

販売費及び一般管理費 1,090,587 1,127,278

営業利益 150,426 251,228

営業外収益   

受取利息 24,011 16,370

受取配当金 4,371 4,210

為替差益 － 1,305

不動産賃貸料 8,521 8,384

その他 6,282 4,869

営業外収益合計 43,186 35,141

営業外費用   

支払利息 31 612

為替差損 19,124 －

売上割引 641 689

賃貸収入原価 1,665 1,637

その他 4,908 173

営業外費用合計 26,371 3,112

経常利益 167,241 283,256

特別損失   

固定資産除却損 106 71

特別損失合計 106 71

税金等調整前四半期純利益 167,135 283,185

法人税等 70,928 71,290

四半期純利益 96,206 211,894

親会社株主に帰属する四半期純利益 96,206 211,894
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 96,206 211,894

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △19,087 82,563

為替換算調整勘定 △1,067,149 △14,431

その他の包括利益合計 △1,086,237 68,131

四半期包括利益 △990,030 280,026

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △990,030 280,026

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用する方法によっております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 146,317千円 140,779千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 69,906 6.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 69,769 6.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自

平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

「コンポーネント」事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、いずれも全事業の90％を超えているため、

記載を省略しております。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 ８円26銭 18円23銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千
円）

96,206 211,894

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
利益金額（千円）

96,206 211,894

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,648 11,624

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月７日

北川工業株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高　木　勇

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡　田　昌　也

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北川工業株式会社

の平成29年4月1日から平成30年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（平成29年4月1日から平成29年6月

30日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成29年4月1日から平成29年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北川工業株式会社及び連結子会社の平成29年6月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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